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１. 17年 9月中間期の連結業績 (平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日)
(1)連結経営成績 (金額の表示は百万円未満を切り捨てております。)

   売　　　上　　　高 営　 業　 利　 益 経　 常　 利　 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17年 9月 中間期
16年 9月 中間期
17年 3月期

百万円 ％ 円　　　銭 円　　　銭
17年 9月 中間期
16年 9月 中間期
17年 3月期
(注)①持分法投資損益 17年 9月 中間期 16年 9月 中間期 17年 3月期

     ②期中平均株式数(連結) 17年 9月 中間期 16年 9月 中間期 17年 3月期

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
総    資    産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭　
17年 9月 中間期
16年 9月 中間期
17年 3月期
(注)①期末発行済株式数(連結) 　(普通株式) 17年 9月 中間期 16年 9月 中間期 17年 3月期

　(B種優先株式) 17年 9月 中間期 16年 9月 中間期 17年 3月期

     ②期末自己株式数 17年 9月 中間期 16年 9月 中間期 17年 3月期

     ③当中間期及び前期の1株当たり株主資本については「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会  平成14年 9月

        25日 企業会計基準適用指針第4号) を適用し、普通株式に係る期末株主資本 (前中間期及び前期については期末株主資本から優先株式の発行

        価額12,500百万円等を控除した額) 及び普通株式の期末発行済株式総数 (自己株式を控除した株式数) により算出している。

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー

百万円 百万円 百万円 百万円
17年 9月 中間期
16年 9月 中間期
17年 3月期

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数　　 43社　　　　　持分法適用非連結子会社数　　 0社　　　　　持分法適用関連会社数　　 0社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結 (新規)　　　0社 (除外)　　　0社 持分法 (新規)　　　0社 (除外)　　　0社

２. 18年 3月期の連結業績予想 (平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日)
売　　　上　　　高 経　 常　 利　 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円
通　　　　期

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期) 16円  34銭

(注) 上記の予想は、作成時点においての経済環境や事業方針などの一定の前提に基づいて作成しており、実際の業績は様々な要素によりこれらの業績予想

      とは異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他に関連する事項については 4～18ページを参照してください。
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企　業　集　団　の　状　況

事業区分及び主要製品 主要関係会社名

 カーエレクトロニクス事業   (販売会社)
㈱ケンウッド
Kenwood U.S.A. Corporation
Kenwood Electronics Italia S.p.A.
Kenwood Electronics Europe B.V.
㈱ケンウッド・ケネックス

  (生産会社)
Kenwood Electronics Technologies (M) Sdn. Bhd.
Kenwood Electronics Bretagne S.A.
上海建伍電子有限公司
㈱山形ケンウッド
㈱長野ケンウッド

 コミュニケーションズ事業   (販売会社)
㈱ケンウッド
Kenwood U.S.A. Corporation
Kenwood Electronics U.K. Limited
Kenwood Electronics (Hong Kong) Ltd.
㈱ケンウッド・ジオビット

  (生産会社)
Kenwood Electronics Technologies (S) Pte. Ltd.
㈱山形ケンウッド
㈱ケンウッド・デバイス

 ホームエレクトロニクス事業   (販売会社)
㈱ケンウッド
Kenwood U.S.A. Corporation
Kenwood Electronics Deutschland GmbH
Kenwood Electronics Italia S.p.A.
㈱ケンウッド・ケネックス

  (生産会社)
Kenwood Electronics Technologies (M) Sdn. Bhd.
上海建伍電子有限公司
㈱山形ケンウッド

 その他   (販売会社)
Kenwood Electronics Italia S.p.A.
㈱ケンウッド・コア

  (生産会社)
㈱山形ケンウッド
㈱長野ケンウッド

非接触移動体識別システム、気象衛星データ受信システム、他電
子機器等

カーオーディオ、カーナビゲーション等のカーエレクトロニクス関
連製品

アマチュア無線機、業務用無線機、特定小電力トランシーバー等
の通信機器関連製品、携帯電話回線販売

　当社グループは、(株)ケンウッド(以下当社という)及びその関係会社46社（平成 17年9月30日現在）により構成され、カーエレクトロニクス関連、
コミュニケーションズ関連、及びホームエレクトロニクス関連の製造・販売を主要な事業とし、且つ、これに附帯関連する事業を営んでいる。
　当社グループの事業区分及び主要製品並びにそれに係わる主要な関係会社の位置づけは次の通りである。

ステレオ（システムコンポーネント、セパレートコンポーネント）、
ホームシアターシステム、DVDプレーヤー、ポータブルオーディオ
等のホームエレクトロニクス関連製品
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生産子会社 当社 販売子会社

  (海外)   (海外)

Kenwood Electronics Technologies (M) Sdn. Bhd. Kenwood U.S.A. Corporation

Kenwood Electronics Bretagne S.A. Kenwood Electronics Italia S.p.A.

上海建伍電子有限公司 Kenwood Electronics Europe B.V.

  (国内)   (国内)

㈱山形ケンウッド ㈱ケンウッド・ケネックス

㈱長野ケンウッド
他 他

  (海外)

Kenwood U.S.A. Corporation

  (海外) Kenwood Electronics U.K. Limited

Kenwood Electronics Technologies (S) Pte. Ltd. Kenwood Electronics (Hong Kong) Ltd.

  (国内)   (国内)

㈱山形ケンウッド ㈱ケンウッド・ケネックス

㈱ケンウッド・デバイス 他

他   (国内)
㈱ケンウッド・ジオビット

  (海外)   (海外)

Kenwood Electronics Technologies (M) Sdn. Bhd. Kenwood U.S.A. Corporation

上海建伍電子有限公司 Kenwood Electronics Deutschland GmbH

  (国内) Kenwood Electronics Italia S.p.A.

㈱山形ケンウッド   (国内)
他 ㈱ケンウッド・ケネックス

他

  (国内)   (海外)

㈱山形ケンウッド Kenwood Electronics Italia S.p.A.

㈱長野ケンウッド   (国内)

㈱ケンウッド・コア
他

その他子会社及び関連会社

㈱ケンウッド・サービス

㈱ケンウッド・アドミ

㈱ケンウッド・パーソネル
他
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者を模索したり、当社グループ製品の開発・製造方法に重大な変更を加えたりする必要に迫られる可能性があり、結果と
して、当社グループの業績または財務状況に重大かつ持続的な悪影響が生ずる可能性があります。 
当社グループは、第三者が保有・登録する知的財産権を必ずしも全て認識しているわけではなく、意図せず第三者が保
有・登録する知的財産権を無断で使用するなどして侵害している可能性がなく、また将来に渡ってかかる事態があり得な
いと言い切ることはできません。かかる事態が現実に発生した場合、当該第三者から、当該知的財産権を使用した対価と
してのライセンス料の支払を求められたり、損害賠償請求、当該知的財産権に基づく当社グループによる使用の差止め等
の訴訟・法的手続を提起されたりする可能性もあります。その結果、当社グループのブランド・ネームの価値が下落した
り、相当額の偶発債務を負担することとなったり、当社グループの業績または財務状況に悪影響が生じたりする可能性も
あります。 
 当社グループが保有・登録する知的財産権について、第三者による無断使用、模倣等の侵害を有効に防止または排除す
ることができない可能性があります。特に、当社グループ製品の中でも、中国市場向けの無線機器製品については、中国
における同種製品の製造業者等が、当社グループ製品のブランド・ネームを模倣して、品質の劣る廉価製品を販売するな
どの問題が頻発しています。その結果、当社グループのブランド・ネームの価値が下落したり、当社グループの業績また
は財務状況に悪影響が生じたりする可能性があります。 
 
（10）業界動向と再編について 
当社グループ製品の製造・販売業界は、現在、業界間の垣根を越えたネットワーク化とブロードバンド化による製品セ
グメントの融合により、新たな市場開拓と成長の可能性を秘めています。しかしながら、このような業界内部の動向は、
当社グループ製品の製造・販売業界における競争の構図を短期間にして塗り替える可能性があります。かかる競争構図の
刷新により、当社グループが業界内における現在の地位を維持できるとの保証はありません。仮に当社グループが業界内
における現在の地位を維持できなくなった場合、当社グループの業績または財務状況に悪影響が生ずる可能性があります。 
目下、当社グループ製品の製造・販売業界においては、目立った規模・内容の合併・買収、技術・資本提携、合弁事業
推進その他の合従連衡の動きは見られませんが、将来そのような合従連衡が頻発する可能性がないとは言えません。現実
にかような合従連衡が頻発することとなった場合、当社グループがその動向にうまく乗ることができず、業界内における
現在の地位を維持できなくなり、結果として、当社グループの業績または財務状況に悪影響が生ずる可能性がないとは言
い切れません。 
また、当社グループが将来、業界内で主体的に合併・買収、技術・資本提携、合弁事業・OEM事業の推進その他の合
従連衡を推進することとなった場合、当社グループがこれらの取引をうまく成功させることができるとの保証はありませ
ん。これらの取引の帰趨いかんによっては、当社グループが業界内における現在の地位を維持できなくなり、当社グルー
プの業績または財務状況に悪影響が生ずる可能性も出てきます。 
 
（11）税務上の繰越欠損金について 
当社グループは現在、税務上の繰越欠損金を多額に抱えており、欠損金の繰越控除の結果、連結会計年度中の損金額
が益金額を上回ることとなっているため、日本国内では法人税を納税していません。将来、当社グループが抱える欠損金
の繰越しが税制改正等の事情により認められなくなったり、連結会計年度中の所得の計算上、益金額が繰り越された欠損
額を含む損金額を上回ることとなったりした場合、当社グループは、日本国内でも法人税の納税を再開しなければなりま
せん。その場合、当社グループの利益およびキャッシュ・フローに影響が及ぶ可能性があります。 
 
（12）退職給付債務について 
当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上設定される前提条件や年金資産の期待運用収益
率に基づいて算出されています。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その影響は累
積され、将来に渡って規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用および計上される債務に影
響を及ぼします。割引率の低下や運用利回りの悪化は、当社グループの業績または財務状況に悪影響を及ぼす可能性があ
ります。 
 
（13）セキュリティについて 
近年の社会の情報化および急速な発展に伴い、企業の保有する各種の情報に対する不正なアクセスまたは管理不備に基
づく各種問題および犯罪の脅威がますます増大してきており、社会的にも大きな問題となってきています。当社グループ
においても、このような社会、技術動向にタイムリーに的確な対応を行うべく、個人情報管理等の整備、強化等の対策を
進めてきています。しかし、日々高度化しエスカレートするネットワーク犯罪や悪意を持った個人、団体の犯罪行為に対
し完璧な防護策を構築することは困難を極めると言うべきであり、当社の保有する各種情報が外部へ持ち出される事等の
発生により、当社のブランドまたは社会的評価に悪影響が生ずる可能性があります。 
 
（14）広域災害や政情混乱等の影響について 
地震、津波等の広域災害または SARS に例示されるような疫病発生、政情混乱、テロ行為、そして火災、水害、電気
等のライフラインの断絶等の各種災害の発生により、当社グループ施設および従業員または各種取引先、ロジスティック
スの正常な操業、就労が妨げられる可能性があります。これら災害のすべての場合に対応して適切な、災害復旧対策また
は設備を完備することは技術的および経済的に困難です。よって上記のような災害発生時には当社グループの企業活動が
一時的または一定の期間にわたり影響される可能性があります。 
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（15）公法規則 
当社グループの事業は、事業展開する世界の拠点において、それぞれの国における法律の適用を受け様々な規制の対象
となっています。例えば、通商規制、独占禁止規制、国家安全保障上の輸入制限、税制、消費者保護、環境保護、事業・
投資の許認可他の規制の適用を受けています。また、顧客等の個人情報保護について、安全管理の義務が課せられており
ます。当社グループはコンプライアンスの遵守に尽力していますが、予期せずこれらの規則を遵守できなかった場合、当
社グループの事業活動が制限される可能性があり、コストの増加につながる可能性があります。これらの規制は、当社グ
ループの業績または財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 
（16）環境保護について 
世界的に強化の方向にある企業の事業活動と製品およびサービスに対する環境保護規制に対し適確に対応するため、当
社グループでは企業に課せられた環境問題に対する社会的責任を認識し、地球環境と資源の保全、グリーン製品の提供等
に積極的かつ継続的に取り組んでいます。しかし、事故等の発生により環境基準を超過して制限物質が環境に放出される
ことを、完全に防止または軽減することを保証することは出来ません。また、当社グループの工場跡地等の土壌に制限物
質が基準を超えて残留することにより、その除去、浄化に費用が発生または売却価格に影響が出たりする可能性を完全に
無くすことも出来ず、これらが当社グループの社会的評価、業績または財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 
（17）財政状態等の変動に係る事項 
 
①投資有価証券の評価 
当社グループは、取引先金融機関をはじめとする企業の株式等、時価のあるその他有価証券（当中間期末の取得原価約

24億円、貸借対照表計上額約 44億円）を保有しております。時価のあるその他有価証券は中間連結会計期間末前 1ヶ月
間の平均市場価格等に基づく時価法によって評価を行うため、中間連結会計期間末前 1 ヶ月間の平均株価によって貸借
対照表計上額が変動する可能性があります。また、時価が取得額に比べ著しく下落した場合には減損が発生します。これ
ら要因は、当社グループの業績または財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 
②土地の含み損 
土地の再評価に関する法律に基づき再評価を行った土地の当中間期末における時価と再評価後の帳簿価額との差異は
約△24 億円であり、保有する土地に含み損が発生しております。土地の売却等の場合には、この含み損が実現し、当社
グループの業績または財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 
③固定資産の減損会計 
当社グループが保有する有形固定資産、無形固定資産および投資その他の資産などの固定資産について減損の対象とな
る可能性があります。その場合には、当社グループの業績または財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 



中　間　連　結　貸　借　対　照　表
（平成１７年９月３０日現在）

(単位：百万円）
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度
金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％ ％

Ⅰ 77,193 67.1 74,277 66.9 77,619 66.8 

13,644 14,561 15,941 

29,961 28,439 31,501 

27,546 27,048 25,257 

649 834 597 

909 726 692 

5,387 3,474 4,414 

△ 904 △ 808 △ 785 

Ⅱ 37,723 32.8 36,545 33.0 38,400 33.1 

(1) 25,232 21.9 23,152 20.9 23,555 20.3 

19,564 18,350 18,090 

17,143 17,936 17,054 

11,774 13,484 12,780 

11,933 10,360 10,796 

30 10 148 

60,446 60,142 58,871 

△ 35,213 △ 36,989 △ 35,315 

(2) 8,162 7.1 6,638 6.0 8,335 7.2 

(3) 4,327 3.8 6,754 6.1 6,509 5.6 

2,269 4,618 3,913 

722 847 899 

1,573 1,376 1,778 

△ 238 △ 87 △ 83 

Ⅲ 150 0.1 165 0.1 117 0.1 

150 165 117 

115,068 100.0 110,988 100.0 116,137 100.0 

繰 延 税 金 資 産

資 産 合 計

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

新 株 発 行 費

貸 倒 引 当 金

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産

前 払 費 用

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

固 定 資 産

科　　　　目

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産

土 地

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 及 び 備 品

計

減 価 償 却 累 計 額

現 金 及 び 預 金
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(単位：百万円）
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度
金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ 69,480 60.4 66,262 59.7 66,735 57.5 

16,968 17,412 18,461 

35,526 33,058 31,088 

7,745 6,815 8,586 

310 489 451 

7,294 7,127 6,668 

40 8 7 

1,593 1,350 1,470 

Ⅱ 15,577 13.5 12,352 11.1 16,269 14.0 

396 ─ 0 

12,672 9,100 13,492 

2,173 2,058 2,173 

298 980 565 

35 212 37 

 

85,057 73.9 78,614 70.8 83,004 71.5 

─  ─ ─ ─ ─  ─ 

（資本の部）

Ⅰ 14,409 12.5 11,059 10.0 14,947 12.9 

Ⅱ 12,841 11.2 13,373 12.0 13,373 11.5 

Ⅲ 11,323 9.8 15,065 13.6 13,199 11.4 

Ⅳ 3,167 2.8 2,999 2.7 3,167 2.7 

Ⅴ 238 0.2 1,183 1.1 619 0.5 

Ⅵ △ 11,914 △ 10.4 △ 11,232 △ 10.1 △ 12,109 △ 10.4 

Ⅶ △ 55 △ 0.0 △ 74 △ 0.1 △ 64 △ 0.1 

30,010 26.1 32,373 29.2 33,132 28.5 

115,068 100.0 110,988 100.0 116,137 100.0 

為 替 換 算 調 整 勘 定

自 己 株 式

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

その他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

負債、少数株主持分及び資本合計

負 債 合 計

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

資 本 金

繰 延 税 金 負 債

再 評 価 に係 る繰 延 税 金 負 債

長 期 借 入 金

そ の 他 の 固 定 負 債

繰 延 税 金 負 債

科　　　　目

そ の 他 の 流 動 負 債

少 数 株 主 持 分

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債
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中　間　連　結　損　益　計　算　書
(単位：百万円）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
( 16.4.1～16.9.30 ) ( 17.4.1～17.9.30 ) ( 16.4.1～17.3.31 )
金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 増減率

％ ％ ％

88,375 100.0 90,069 100.0 181,112 100.0 

66,167 74.9 68,839 76.4 137,663 76.0 

22,208 25.1 21,229 23.6 43,448 24.0 

18,183 20.6 17,693 19.7 36,387 20.1 

4,024 4.5 3,535 3.9 7,061 3.9 

62 96 126 

950 277 1,335 

小  計 1,013 1.2 373 0.4 1,461 0.8 

870 352 1,247 

1,739 2,026 2,578 

小  計 2,610 3.0 2,379 2.6 3,826 2.1 

2,427 2.7 1,529 1.7 4,696 2.6 

28 1 38 

599 21 599 

87 40 215 

─ ─ 149 

─ ─ 16 

─ 4,763 ─ 

─ 20 ─ 

小  計 714 0.8 4,847 5.4 1,018 0.5 

─ 0 6 

4 247 13 

12 ─ 12 

71 2,076 232 

─ 784 ─ 

─ 36 ─ 

─ ─ 172 

─ ─ 14 

小  計 88 0.1 3,144 3.5 452 0.2 

3,053 3.4 3,233 3.6 5,263 2.9 

56 0.1 277 0.3 404 0.2 

─ ─ 127 0.1 ─ ─ 

37 0.0 △ 69 △ 0.0 22 0.0 

2,960 3.3 2,897 3.2 4,836 2.7 

そ の 他 の 営 業 外 収 益

科　　　目

支 払 利 息

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

関 係 会 社 清 算 益

厚生年金基金代行部分返上益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

過 年 度 法 人 税 等

リ ー ス 解 約 損

ゴルフ会員権評価損・売却損

固 定 資 産 売 却 及 び 除 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

役 員 退 職 慰 労 金

関 係 会 社 整 理 損 失

減 損 損 失

在外子会社における減損損失

販売費及び一般管理費

そ の 他 の 営 業 外 費 用

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 特 許 料 戻 入 益

税金等調整前中間（当期）純利益

関 係 会 社 整 理 損 失 戻 入 益
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中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書
(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度
( 16.4.1～16.9.30 ) ( 17.4.1～17.9.30 ) ( 16.4.1～17.3.31 )

　(資本剰余金の部)

Ⅰ ─ 13,373 ─ 

Ⅱ

1 増資による新株の発行 10,982 ─ 11,514 

２減資による増加高 1,859 12,841 ─ ─ 1,859 13,373 

Ⅲ ─ ─ ─ 

Ⅳ 12,841 13,373 13,373 

　(利益剰余金の部)

Ⅰ △ 9,777 13,199 △ 9,777 

Ⅱ

１中間（当期）純利益 2,960 2,897 4,836 

２減資による増加高 18,140 ─ 18,140 

3
差額金取崩による増加高 ─ 21,101 167 3,065 ─ 22,976 

Ⅲ

１配当金 ─ 1,148 ─ 

２役員賞与 ─ 46 ─ 

3 従業員福利奨励基金 ─ 5 1,199 ─ 

Ⅳ 11,323 15,065 13,199 

科　　　目

資本剰余金期首残高

資本剰余金増加高

資本剰余金減少高

利益剰余金減少高

資本剰余金期末残高

利益剰余金期首残高

利益剰余金増加高

土地減損処理に伴う土地再評価

利益剰余金期末残高
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中間連結キャッシュ・フロ－計算書
(単位：百万円)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
科　　　　　　　目 ( 16.4.1～16.9.30 ) ( 17.4.1～17.9.30 ) ( 16.4.1～17.3.31 )

金　　　額 金　　　額 金　　　額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ－
１. 税金等調整前中間（当期）純利益 3,053  3,233  5,263  
２. 減価償却費 3,726  3,549  7,821  
３. 減損損失 ─  784  ─  
４. 連結調整勘定償却額 29  29  62  
５. 貸倒引当金の増減額（△は減少） 6  6  △ 267  
６. 退職給付引当金の増減額（△は減少） 878  △ 4,384  1,693  
７. 受取利息及び受取配当金 △ 62  △ 96  △ 126  
８. 支払利息 870  352  1,247  
９. 持分法による投資利益 △ 45  ─  △ 45  
１０. 投資有価証券等売却益 △ 599  △ 21  △ 599  
１１. 投資有価証券評価損 4  247  13  
１２. ゴルフ会員権評価損及び売却損 ─  0  6  
１３. 固定資産除却損 65  2,072  211  
１４. 固定資産売却損益（△は利益） △ 82  △ 36  △ 193  
１５. 在外子会社における減損損失 ─  ─  14  
１６. 関係会社清算益 ─  ─  △ 16  
１７. 関係会社整理損失 ─  ─  172  
１８. 売上債権の減少額 2,128  3,837  424  
１９. たな卸資産の増減額（△は増加） △ 2,236  △ 1,278  0  
２０. 仕入債務の増減額（△は減少） △ 1,269  △ 3,570  982  
２１. 未払消費税の増減額（△は減少） 54  54  △ 21  
２２. 未収還付消費税の増減額（△は増加） △ 309  83  △ 69  
２３. 役員賞与の支払額 ─  △ 46  ─  
２４. その他 333  1,051  582  
　 小　　　計 6,548  5,868  17,156  
２５. 利息及び配当金の受取額 63  96  127  
２６. 利息の支払額 △ 725  △ 354  △ 1,139  
２７. 法人税等の支払額 △ 372  △ 218  △ 592  
２８. 役員退職慰労金の支払額 △ 12  ─  △ 12  
営業活動によるキャッシュ・フロ－ 5,500  5,391  15,539  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ－
１. 定期預金の預入れによる支出 △ 407  △ 2  △ 407  
２. 定期預金の払い戻しによる収入 3,876  33  4,032  
３. 有形固定資産の取得による支出 △ 1,686  △ 1,663  △ 4,216  
４. 有形固定資産の売却による収入 81  49  2,208  
５. 無形固定資産の取得による支出 △ 2,279  △ 2,037  △ 4,700  
６. 投資有価証券の取得による支出 △ 51  △ 10  △ 1,122  
７. 投資有価証券の売却による収入 625  31  625  
８. 貸付けによる支出 △ 0  △ 0  △ 0  
９. 貸付金の回収による収入 64  0  64  
１０. 長期貸付金の実行 ─  △ 1  ─  
１１. 長期貸付金の回収による収入 2  0  2  
投資活動によるキャッシュ・フロ－ 224  △ 3,601  △ 3,513  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ－
１. 短期借入金の純増減額 (△は減少) △ 18,058  2,524  △ 22,404  
２. 長期借入金の返済による支出 △ 14,142  △ 923  △ 14,688  
３. 株式の発行による収入 21,879  11,004  22,941  
４. A種優先株式の有償消却に伴う支出 △ 16,100  ─  △ 16,100  
５. B種優先株式の有償消却に伴う支出 ─  △ 15,000  ─  
６. 配当金の支払 ─  △ 1,148  ─  
７. その他 △ 43  △ 48  △ 82  
財務活動によるキャッシュ・フロ－ △ 26,464  △ 3,590  △ 30,333  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 463  449  406  
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △ 20,275  △ 1,350  △ 17,901  
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 33,698  15,875  33,698  
Ⅶ 連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の増加額 ─  ─  78  
Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 13,423  14,525  15,875  
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
・連結子会社 43 社 ・非連結子会社 1 社

（持分に見合う額）等がいずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外した。

２．持分法の適用に関する事項
(１) 持分法適用会社 社 ・非連結子会社 社 ・関連会社 社
(２) 持分法非適用会社 社 ・非連結子会社 社 ・関連会社 社

諸表に重要な影響を及ぼしておらず、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外した。

３．連結子会社の中間決算日に関する事項

作成にあたっては、いずれも中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用している。

４．会計処理基準に関する事項
(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法
１) 有価証券
その他有価証券
・時価のあるもの ：

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)によっている。
・時価のないもの ： 移動平均法に基づく原価法によっている。
２) デリバティブ
原則として時価法によっている。
３) たな卸資産

している。

(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
１) 有形固定資産
当社及び国内連結子会社は定率法により、在外連結子会社は主として定額法によっている。
なお、主な耐用年数は以下の通りである。
建物及び構築物 2 ～ 60 年
機械装置及び運搬具 2 ～ 16 年
工具器具及び備品 2 ～ 20 年
２) 無形固定資産

５年の定額法、それ以外の無形固定資産については定額法によっている。

(３) 繰延資産の処理方法
新株発行費については、商法施行規則に規定する年数の範囲内（3年）で毎期均等額を償却している。

連 結 子 会 社 のうち、上 海 建 伍 電 子 有 限 公司 、 Kenwood Electronics Trading (Shanghai) Co., Ltd. 及 び 、

0
3

持分法非適用会社は、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）がいずれも中間連結財務

非連結子会社は小規模であると共に、その総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

については製品の特性に応じ、見込販売数量または見込販売期間(1年から5年)に基づく方法、営業権については
自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法、製品組込ソフトウェア

主として総平均法による原価法で評価しているが、在外連結子会社は主として先入先出法による低価法で評価

当中間連結会計期間末前１ヶ月間の平均市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本

Kenwood Electronics (Thailand) Co., Ltd. の３社の中間決算日は 6 月 30 日である。中間連結財務諸表の

0
2

0
1
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(４) 重要な引当金の計上基準
１) 貸倒引当金

額を計上している。また、在外連結子会社は債権の回収不能見込額を計上している。

２) 退職給付引当金

した額を発生した連結会計年度から費用処理している。

(10年)による定額法で按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理している。
なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理している。
（追加情報）

して4,763百万円計上されている。

(５) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めている。

(６) 重要なリース取引の処理方法

通常の売買取引に準じた会計処理によっている。

(７) 重要なヘッジ会計の方法
１) ヘッジ会計の方法

いる場合は振当処理を行っている。
２) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ・・・ 為替予約
ヘッジ対象 ・・・ 外貨建債権・債務及び外貨建予定取引
３) ヘッジ方針

適切な利益管理を行う目的から先物為替予約を行い、為替変動リスクをヘッジしている。

行っている。
４) ヘッジ有効性評価の方法

いる。

(８) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項
１) 消費税等にかかわる会計処理方法
税抜方式によっている。
２) 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用している。

中間連結会計期間末現在における債権の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込

従業員の退職給付に備えるため、当社及び連結子会社は当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

外貨建金銭債権債務（為替予約の振当処理したものを除く）は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

当社及び国内連結子会社は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス

ヘッジ会計の方法については繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約が振当処理の要件を満たして

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっており、在外連結子会社については、主として

過去勤務債務は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法で按分

輸出入取引により生ずる外貨建債権債務及び将来の外貨建取引に係る為替変動リスクを最小限にとどめ、

取引は外貨建取引額の範囲内で行い、同一通貨で輸出入取引を行っている場合には差額に対して予約を

又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は省略して
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動

資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上している。

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金の代行部分について、平成17年7月1日に厚生労働大臣

し、換算差額は損益として処理している。なお、在外連結子会社等の資産負債及び収益費用は、中間連結決算

から過去分返上の認可を受けている。当中間連結会計期間における損益に与えている影響額は、特別利益と

- 25 -



５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっている。

６．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

短期的な投資からなっている。

（固定資産の減損に係る会計基準）

している。

している。

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月
以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、且つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない

当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用している。これにより税金等調整前中間純利益は784百万円減少

なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき、当該各資産の金額から直接控除
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)
　

１．債 務 保 証 額 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度
従業員住宅ローンに対する
借入債務保証

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度
２．自 己 株 式 数

３．担保資産及び担保付債務
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度

担保に供しているものは以下のとおりである。
現金及び預金  百万円  百万円  百万円

受取手形及び売掛金  百万円  百万円  百万円

たな卸資産  百万円  百万円  百万円

建物及び構築物  百万円  百万円  百万円

機械装置及び運搬具  百万円  百万円  百万円

工具器具及び備品  百万円  百万円  百万円

土地  百万円  百万円  百万円

投資有価証券  百万円  百万円  百万円

合計  百万円  百万円  百万円

担保付債務は以下のとおりである。
短期借入金  百万円  百万円  百万円

長期借入金  百万円  百万円  百万円

合計  百万円  百万円  百万円

４．リボルビング・ローン契約

ビング・ローン契約に係る借入金未実行残高等は以下のとおりである。
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度

リボルビング・ローン契約の借入枠  百万円  百万円  百万円

借入金実行残高  百万円  百万円  百万円

差引額  百万円  百万円  百万円

(中間連結損益計算書関係)

（減損損失）
　当中間連結会計期間において、当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上している。

用途 種類 場所
遊休資産 建物及び構築物、土地 神奈川県座間市
遊休資産 建物及び構築物、土地 東京都あきる野市

減少額を減損損失として特別損失（784百万円）に計上している。
　その内訳は、建物及び構築物336百万円、土地447百万円である。
　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額（売却見込価格）により測定している。

当社グループは、事業の種類別セグメントの区分ごとに資産のグルーピングを行っている。当該遊休資産に
ついては、今後の使用見込みがないため、それぞれの資産グループの帳簿価格を回収可能価額まで減額し、当該

26,478

26,478
-

37,000 34,000

-
10,568
2,108

23,757 26,292 20,478

13,745 17,363

29,911 29,292

-
-
4,685
-

0 百万円

391,729 株

-

0 百万円 0 百万円

346,500 株

0
13

－ 
190 － 

－ 
4,129
－ 

10,767
1,740

29,757 29,292
153 － 

当社は主要金融機関との間にリボルビング・ローン契約を締結している。当中間連結会計期間末におけるリボル

34,000

10,242 10,707 13,521

18,661

－ 

440,005 株

9,615
－ 

374
495
5,078
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度
現金及び預金勘定  百万円  百万円  百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金  百万円  百万円  百万円
現金及び現金同等物  百万円  百万円  百万円

　１株当たり中間（当期）純利益または潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度
①中間連結損益計算書上の中間
　　（当期）純利益  百万円  百万円  百万円
②普通株式に係る中間（当期）純利益  百万円  百万円  百万円
③普通株式に帰属しない金額
Ｂ種優先株式配当金  百万円  百万円  百万円
役員賞与金  百万円  百万円  百万円
合計  百万円  百万円  百万円
④普通株式の期中平均株式数 千株 千株 千株
⑤潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用いられた中間（当期）純利益調整額
Ｂ種優先株式配当金  百万円  百万円  百万円
合計  百万円  百万円  百万円
⑥潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用いられた普通株式増加数
Ａ種優先株式 千株 千株 千株
Ｂ種優先株式 千株 千株 千株
合計 千株 千株 千株
⑦希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

─ ─ ─

94,265 131,413
220,394 94,265 176,665

50 － 100

90,256 － 45,251
130,137

50 － 100

50 － 146
256,370 337,609 279,360

50 － 100
－ － 46

4,689

△ 36
13,644
△ 221

2,960 2,897 4,836
2,909 2,897

13,423 14,525

15,94114,561
△ 66
15,875
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(有価証券関係)

前中間連結会計期末

(１) その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

中間連結貸借対照表
計上額

　株式

合計

(２) その他有価証券で時価のないもの
（単位：百万円）

中間連結貸借対照表計上額

　その他有価証券

非上場株式
(店頭売買株式を除く)

合計

当中間連結会計期末

(１) その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

中間連結貸借対照表
計上額

　株式

合計

(２) その他有価証券で時価のないもの
（単位：百万円）

中間連結貸借対照表計上額

　その他有価証券

非上場株式

債券

合計

　（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。なお、当中間連結会計期間において減損処理を行い、

　　　投資有価証券評価損247百万円を計上している。

1,758 

1,758 

1,357 

1,357 

区分 取得原価 差額

区分 取得原価

383 

差額

1,995 

383 

401 

401 

180 

2,427 4,422 1,995 

2,427 4,422 

10 
190 
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前連結会計年度

(１) その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

　株式

合計

　（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、
　　　投資有価証券評価損０百万円を計上している。

(2) その他有価証券で時価のないもの
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額

　その他有価証券

非上場株式

合計

　（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、
　　　投資有価証券評価損12百万円を計上している。

差額

2,427 3,470 1,043 

1,043 

375 

2,427 3,470 

375 

区分 取得原価
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(デリバティブ取引関連)

(前中間連結会計期間) (平成16年 9月30日現在)
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(単位：百万円)

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時価 評価損益

 スワップ
 受取変動・支払固定

合計

(当中間連結会計期間) (平成17年 9月30日現在)
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(単位：百万円)

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時価 評価損益

為替予約取引
売建　　ユーロ

合計

（注）1. 時価は中間連結会計期間末日現在の先物為替相場を使用して算定している。
　　　2. 振当処理されているものは開示の対象から除いている。

（前連結会計年度）　(平成17年 3月31日現在)
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（1）通貨関連
(単位：百万円)

前連結会計年度　平成17年 3月31日現在

区分 種類 契約額等

うち１年超

為替予約取引
売建
ユーロ

合計

（注）1. 時価は連結会計年度末日現在の先物為替相場を使用して算定している。
　　　2. 振当処理されているものは開示の対象から除いている。

（2）金利関連
(単位：百万円)

前連結会計年度　平成17年 3月31日現在

区分 種類 契約額等

うち１年超

金利　スワップ

受取変動・支払固定

合計

(注) 時価は取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定している。

時価 評価損益

市
場
取
引

以
外
の
取
引

2,000 ─ △ 13 △ 13 

2,000 ─ △ 13 △ 13 

市
場
取
引

以
外
の
取
引

117 0 

117 117 0 

3,000 

3,000  金利

通貨 117 

△ 34 △ 34 

△ 34 △ 34 

時価 評価損益

561 -  570 △ 8 

561 -  570 △ 8 
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１）事業の種類別セグメント情報

（単位：百万円）

前中間連結会計期間　（１６. ４. １　～　１６. ９. ３０）

カー コミュニ ホーム

エレクトロニクス ケーションズ エレクトロニクス その他 計 消去又は全社 連結

事業 事業 事業

売上高

（１）外部顧客に対する売上高 52,805 26,934 7,539 1,097 88,375 - 88,375
（２）セグメント間の内部売上高 - - - - - - -
　　又は振替高

合計 52,805 26,934 7,539 1,097 88,375 - 88,375
営業費用 50,586 23,541 9,079 1,145 84,351 - 84,351
営業利益又は営業損失（△） 2,219 3,393 △ 1,540 △ 48 4,024 - 4,024

（単位：百万円）

当中間連結会計期間　（１７. ４. １　～　１７. ９. ３０）

カー コミュニ ホーム

エレクトロニクス ケーションズ エレクトロニクス その他 計 消去又は全社 連結

事業 事業 事業

売上高

（１）外部顧客に対する売上高 54,196 27,857 6,988 1,028 90,069 - 90,069
（２）セグメント間の内部売上高 - - - - - - -
　　又は振替高

合計 54,196 27,857 6,988 1,028 90,069 - 90,069
営業費用 53,403 24,253 7,879 999 86,534 - 86,534
営業利益又は営業損失（△） 793 3,604 △ 891 29 3,535 - 3,535

（単位：百万円）

前連結会計年度　（１６. ４. １　～　１７. ３. ３１）

カー コミュニ ホーム

エレクトロニクス ケーションズ エレクトロニクス その他 計 消去又は全社 連結

事業 事業 事業

売上高  

（１）外部顧客に対する売上高 104,772 55,064 18,867 2,409 181,112 - 181,112
（２）セグメント間の内部売上高 - - - - - - -
　　又は振替高

合計 104,772 55,064 18,867 2,409 181,112 - 181,112
営業費用 102,558 48,231 20,790 2,472 174,051 - 174,051
営業利益又は営業損失（△） 2,214 6,833 △ 1,923 △ 63 7,061 - 7,061

（注）１．事業区分の方法

当社グループの事業区分は、製品の種類・販売市場の類似性を考慮して区分している。

（注）２．各事業区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

カーエレクトロニクス事業 カーオーディオ、カーナビゲーション等のカーエレクトロニクス関連製品

コミュニケーションズ事業 アマチュア無線機、業務用無線機、特定小電力トランシーバー等の通信機器関連製品、携帯電話回線販売

ホームエレクトロニクス事業 ステレオ（システムコンポーネント、セパレートコンポーネント）、ホームシアターシステム、

DVDプレーヤー、ポータブルオーディオ等のホームエレクトロニクス関連製品

その他 非接触移動体識別システム、気象衛星データ受信システム、他電子機器等

（注）３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、配賦不能営業費用はない。
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２）所在地別セグメント情報
（単位：百万円）

前中間連結会計期間　（１６. ４. １. ～ １６. ９. ３０）
日本 米州 欧州 アジア その他 計 消去 連結

又は全社
売上高

（１）外部顧客に対する売上高 35,306 23,645 18,755 9,495 1,172 88,375 - 88,375
（２）セグメント間の内部売上高 42,075 73 1,126 20,877 0 64,153 (64,153) -
　　又は振替高
合計 77,381 23,719 19,882 30,373 1,172 152,529 (64,153) 88,375

営業費用 73,670 23,391 19,829 30,001 1,151 148,044 (63,693) 84,351
営業利益 3,711 327 53 372 21 4485 (460) 4,024

（単位：百万円）
当中間連結会計期間　（１７. ４. １. ～ １７. ９. ３０）

日本 米州 欧州 アジア その他 計 消去 連結
又は全社

売上高
（１）外部顧客に対する売上高 36,252 26,387 17,323 8,719 1,386 90,069 - 90,069
（２）セグメント間の内部売上高 40,388 29 1,367 26,790 2 68,578 (68,578) -
　　又は振替高
合計 76,640 26,416 18,691 35,510 1,388 158,647 (68,578) 90,069

営業費用 74,818 25,286 18,472 34,566 1,350 154,494 (67,961) 86,533
営業利益 1,822 1,130 218 943 38 4,153 (617) 3,535

（単位：百万円）
前連結会計年度　（１６. ４. １. ～ １７. ３. ３１）

日本 米州 欧州 アジア その他 計 消去 連結
又は全社

売上高
（１）外部顧客に対する売上高 75,263 46,838 37,460 19,145 2,403 181,112 - 181,112
（２）セグメント間の内部売上高 77,487 102 2,297 45,078 5 124,971 (124,971) -
　　又は振替高
合計 152,750 46,941 39,758 64,223 2,408 306,083 (124,971) 181,112

営業費用 148,622 45,706 39,876 62,682 2,360 299,247 (125,196) 174,051
営業利益又は営業損失（△） 4,128 1,235 △ 117 1,540 48 6,835 225 7,061

（注） 1 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。
2 本邦以外の区分に属する主な国又は地域（国又は地域の分類は、当社及び連結子会社の所在する国又は地域によっている）。
（１）米州 アメリカ・カナダ・パナマ
（２）欧州 ドイツ・フランス・イギリス
（３）アジア 中国・シンガポール・アラブ首長国連邦
（４）その他 オーストラリア

3 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、配賦不能営業費用はない。

３）海外売上高
前中間連結会計期間（１６. ４. １ ～ １６. ９. ３０） （単位：百万円）

米州 欧州 アジア その他 計
の地域

I 海外売上高 23,938 18,791 10,497 1,620 54,846
II 連結売上高 88,375
III 連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 27.1% 21.3% 11.9% 1.8% 62.1%

当中間連結会計期間（１７. ４. １ ～ １７. ９. ３０） （単位：百万円）
米州 欧州 アジア その他 計

の地域
I 海外売上高 26,412 17,338 9,505 1,800 55,055
II 連結売上高 90,069
III 連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 29.3% 19.2% 10.6% 2.0% 61.1%

前連結会計年度（１６. ４. １ ～ １７. ３. ３１） （単位：百万円）
米州 欧州 アジア その他 計

の地域
I 海外売上高 47,174 37,584 20,842 3,346 108,946
II 連結売上高 181,112
III 連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 26.0% 20.8% 11.5% 1.8% 60.2%

（注） 1 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。
2 各区分に属する主な国又は地域（国又は地域の分類は、販売先の所在する国又は地域によっている）。
（１）米州 アメリカ・カナダ・パナマ
（２）欧州 ドイツ・フランス・イギリス
（３）アジア 中国・シンガポール・アラブ首長国連邦
（４）その他の地域 オーストラリア・アフリカ

3 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、連結会社間の内部売上高は除く）である。
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